
 

第 7 節 地域社会における連携・協働の取り組みには Z 世代の視点を 

鈴木敦子（認定 NPO 法人環境リレーションズ研究所 理事長） 

 

１．はじめに 

その時代の若者をターゲットにしたマーケティング活動は、以前より多方面

で講じられてきた。昨今、注目を集めている Z 世代マーケティングもそれらの

一環ではあるが、ジェネレーション X（X 世代）～ミレニアル世代（Y 世代）

～Z 世代へと時代が進むにつれ、日本では社会の成熟化と高齢化が加速し、こ

れまでのセオリーが通じなくなっていること、世界全体で見れば人口のおよそ

四分の一44を占める巨大市場であること、が Z 世代マーケティングのプライオ

リティを押し上げていると言えよう。 

XYZ それぞれの世代の定義には諸説在るが、ここでは多くのマーケティング

レポートに利用されている次の定義を用いる。 

・ X 世代（ジェネレーション X）：1965～1979 年生まれ、2022 年時点で 57 

～43 歳 

・ Y 世代（ミレニアル世代）：1980～1995 年生まれ、同 42～27 歳 

・ Z 世代：1996～2012 年生まれ、同 26～10 歳 

Z 世代を集めた座談会、Z 世代講師による企業研修、Z 世代と企業とのマッチ

ングサービス、Z 世代による Z 世代向け商品・サービスの企画支援・コンサル

ティング等、今やビジネスシーンにおいては Z 世代マーケティングの仕組みが

盛りだくさんである。企業にとって近い将来における消費の圧倒的ボリューム

ゾーンのニーズを捉え攻略していくために、商品・サービスを供給する際には、

不可欠のプロセスとして浸透してきた。 

一方、「若者の声を政策に活かす」とか「将来世代の政治参加」などのスロ

ーガンは、古くから公共の世界で掲げられてきてはいるものの、対話イベント

や政策提言コンペ、表彰制度等の単発事業にとどまることが多く、具体的に若

者のニーズやインサイトを拾い上げ、かつ、それを政策立案～実行のプロセス

に活かしているという事例はあまり見ない。 

ここでは、現在の若者としての Z 世代の特徴を踏まえ、彼らを連携・協働パ

ートナーとして巻き込みつつ、彼らの視点を地域社会における課題解決に活か

すために、筆者が携わっている、Z 世代を巻き込んだ連携・協働プラットフォ

ームの共創事例からヒントを探る。 

 

 

                                                  
44 経済産業省【報告書】「令和 3 年度コンテンツ海外展開促進事業（Z 世代における e スポ

ーツおよびゲーム空間における広告価値の検証事業）」p.15 
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２．Z 世代の傾向 

 X 世代や Y 世代と比較した Z 世代の特徴としては、物心ついた頃から生活が

デジタルデバイスに囲まれ、スマホを使いこなして Twitter や Facebook、

Instagram、YouTube 等のソーシャルメディアを自由に操り、情報収集やコミ

ュニケーションを積極的に実践してきている点が挙げられる。この様な「ソー

シャルネイティブ」であることが、Z 世代の代表的特徴とも言われているが、

そのため、インターネット上の強い発信力を持つインフルエンサーや

YouTuber が多く育っているのも Z 世代である。 

 一方で、テレビ・新聞・雑誌・ラジオなどの所謂「マスメディア」には、テ

レビを除き関心が低く、従来のマスマーケティングが通用しない典型層ともさ

れる。（図 1） 

 

図 1  Z 世代のメディア接触状況（電通若者研究部 流行調査アンケート 2021 

9 月度『最近 1 週間で接触したメディア (MA)』抜粋45） 

                                                  
45 https://www.d-sol.jp/blog/generation-z-in-japan 

Z 世代のメディア接触状況 
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 ソーシャルネイティブであるため、最新の多種多様な情報がタイムリーに大

量に入ってくること、多くの人への発信力が備わっていることにより、多様な

価値観を認め合う傾向があると同時に、周囲の目を意識する度合いが強く「他

人から羨ましがられる」「友人にどう思われるか」がZ世代の重要なファクター

となっている。（図 2）「インスタ映え」への拘りは、その表れとも言える。 

 

図 2 まわりの人との関係性に関する価値観（リクルートワークス研究所「10

代価値観調査（2022 年）」46） 

 

また、受信情報量が圧倒的に増えたことで、消費行動前に把握するデータ量

が必要以上に多く、その結果食傷気味になってしまい、Z 世代には消費そのも

のに対する興味が低い傾向も見られる。1990 年代後半からは、消費の形態が

「モノからコト」へと変化してきたが、更に現在は「イミ消費」へ変化してい

るとされる。その背景には、消費行動への興味が喚起されにくく、周囲からど

のように見られているかを気にする Z 世代の存在があろう。 

更に、Z 世代は「サステナビリティやエシカルに関する意識が高い」という

特性を持つ。筆者は 2009 年より毎年、小学生向けの環境教育副読本を制作し

ているが、2017年版からは教育現場からのリクエストに応えて SDGsに関する

ページを追加している。この頃から、全国の小中高生が SDGs 教育を受け始め

                                                   
46 https://www.works-i.com/column/works04/detail055.html 

まわりの人との関係性に関する価値観 

（世代別、単位％、「あてはまる」「どちらかと言うとあてはまる」の合計） 
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ており、Z 世代が SDGs に触れる機会が急速に増えた。 

2018年より毎年、「SDGs に関する生活者調査」を実施している「電通 Team 

SDGs」によると、生活者の SDGs 認知率が大きく伸びた 2020 年調査47の結果

では、およそ全ての年代で認知率が上昇しているが、特に Z 世代において急激

な上昇が見られる。（図 3） 

図 3 性別・年代別の SDGs 認知率の経年比較（電通 Team SDGs 第 3 回

「SDGs に関する生活者調査（2020 年）」） 

 

職業別比較でも、最も高いのは「学生」で、年代的にも職業的にも Z 世代の

SDGsへの関心の高さが窺え（図 4）、これらの背景には、学校でのSDGｓ教育

があると考えられる。（図 5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 職業別の SDGs 認知率の経年比較（電通 Team SDGs 第 3 回「SDGs に

関する生活者調査（2020 年）」） 

 

 

                                                  
47 https://www.dentsu.co.jp/news/release/2020/0427-010047.html 

性別・年代別の SDGs 認知率の経年比較 

職業別の SDGs 認知率の経年比較 
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図 5 SDGs を認知した情報源（電通 Team SDGs 第 3 回「SDGs に関する生

活者調査（2020 年）」） 

 

以上のような背景と経緯によって、Z 世代の最たる特徴である「サステナビ

リティ・ネイティブ」は醸成されたと考えられる。サステナビリティ・ネイテ

ィブな彼らは、サステナブルな取り組みへの評価が高く、サステナブルな行動

への意欲が高い。 

日経 BP コンサルティング「Z 世代サステナブル意識調査（2021 年）48」に

よると、「SDGs や社会的課題への取り組みを行う企業に対する印象」について、

「好感が持てる」「積極的に製品・サービスを利用したいと思う」「働いてみた

いと思う」の 4項目で、「とても当てはまる」と回答した人が他の世代よりも多

くなっている。「今後、SDGs を意識した行動に取り組みたいと思うか」への回

答を見ると、Z 世代よりも上の年齢層（Y 世代以上）では 69.9％が肯定的な回

答をしているのに対し、Z 世代の特に学生ではそれが 74.1％と、更に意欲が高

いことが窺える。 

同様の傾向は、BIGLOBE による「Z 世代の意識調査（2022 年）49」におい

ても見て取れ、似たような調査結果は枚挙に暇がない。 

更に、学生は自治体に対する SDGs 取り組みへの期待も大きく、「積極的に

SDGs に取り組んでいる地域の自治体や NPO の活動に、何らかのかたちで参

加・協力したい」との意向が、その他の職業に比べて圧倒的に強いことも窺え

る。（図 6） 

SDGs をはじめとする社会や地域の課題解決に、彼らを活用しない手は無い

のである。 

                                                  
48 https://style.nikkei.com/article/DGXZQOLM25BAS0V21C21A1000000/ 
49 https://www.biglobe.co.jp/pressroom/info/2022/02/220208-1 

SDGs を認知した情報源 SDGs や社会的課題への取り組みを行う企業に対する印象 
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図 6 職業別 自治体に対する SDGs 取り組みへの期待（電通 Team SDGs 第

2 回「SDGs に関する生活者調査（2019 年）」 

 

３．公共における Z 世代の活用事例「DO! NUTS TOKYO」 

 筆者が実行委員の 1 人として参加している、DO! NUTS TOKYO50というプ

ロジェクトがある。これは、東京都が「ゼロエミッション東京戦略」を進めて

いくために、「多様な主体と連携したムーブメントと社会システムの変革」を

目指して、東京都環境局と我々「サステナブルライフスタイル TOKYO 実行委

員会」との基本協定の下、令和 2 年度から運営されている連携・協働プラット

フォームである。オフィシャルサイトでは、「私たちの暮らし＝ライフスタイ

ルのあらゆる面で環境・社会へのインパクトを考えながら、もっと心豊かで心

地よい社会を創るために、市民・企業・行政・教育・NGO などが ゼロエミッ

ション実現のための「課題」と「アイデア」を持ち寄り、ワクワクする解決策

をクリエイティブに創造していくためのソーシャル・イノベーション・プラッ

トフォーム」と謳っている。 

 具体的には、①「DO!NUTS TOKYO アンバサダー」としての Z 世代を育成

し、②ゼロエミッションに向けた消費行動改革のためのアイデアを創出、③そ

                                                  
50 https://donutstokyo.org/about/?doing_wp_cron=1673185504.0422329902648925781250 
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のアイデアをカタチにするため、パートナーと共創していく、という 3 つの機

能を担っている。（図 7） 

 

 

図 7 「DO!NUTS TOKYO 概要説明」より抜粋 

 

DO! NUTS TOKYO の特長の第一は、かなり丁寧にアンバサダー教育を行っ

ていることである。ライフスタイルに直結する環境・社会へのインパクトに関

わる幅広いテーマを取り上げ、時間を掛けた教育訓練が施されている。 

ちなみに、2021 年度に年間プログラムの中で取り上げられたテーマは表 1 の

通りで、ESG 投資から生態系観察会まで、多岐に亘って学びの場が提供された。 

 

表 1 学びシリーズプログラム（DO! NUTS TOKYOweb サイト51より抜粋） 

 

第二の特長は、学びの場で得られた知識や情報が、すぐさま月例アンバサダ

                                                  
51 https://donutstokyo.org/articles/knowledge/3141/ 
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ーミーティングにおいて、「ゼロエミッションに向けた消費行動改革のための

アイデア創出」に活用されること。元々社会貢献意欲の高い Z 世代のアンバサ

ダー達が、学びによって更にモチベーションを高め、熱覚めやらぬ内に具体的

な共創提案の形に落とし込むというプロセスは、慌ただしくはあるもののやり

甲斐に直結しているという。 

 第三の特長は、アンバサダー達の学びの場～ゼロエミ・アイデアの提案書作

成～企業や団体への実際の提案まで、プラットフォームに参加している様々な

Y 世代以上の大人達が、その時々にアドバイスを与えつつ、入れ替わり立ち替

わり伴走し続けることである。 

3 年目を迎える現在、DO! NUTS TOKYO には Z 世代アンバサダーが 29 名

参加しているが、彼らは「自分達のアイデアを企業や行政に届け、世界に発信

し、ゼロエミッション社会を自分たちの手で作っていきたい！そんな熱意と行

動力を持つ、18 才～20 代」という、非常にシンプル且つ明快な募集要項に惹

かれて応募してきた若者達である。本プラットフォームに参加することで、多

様な大人達や仲間との協働を実践し、多様なステークホルダーに向けた提案を

経験し、自身の持つSNSチャネルでそのプロセスを発信できることは、願って

も無いチャンスなのである。 

基本的には 1 年間の活動期間を設定しているが、今のところ全員が 2 年目以

降も継続の意向を示している。アンバサダーに継続したい理由を聞いてみると、

「多様なアンバサダーと出会える」「専門家の大人が親身に活動をサポートし

てくれる」「東京都の与信によって色々な企業が興味を持って対話してくれる」

「大人の本気を見ることができる」等の声が上がった。 

 長い伴走を付けても、ゼロエミ・アイデアの共創提案が実を結ばないケース

はあるが、いくつかはカタチになりつつある。以降はその事例を紹介する。 

 

４．Z 世代を活用した共創事例 

 ソーシャル・イノベーション・プラットフォーム「DO! NUTS TOKYO」で

は、自分達のアイデアを企業や行政等に届け、世界に発信していきたいという

熱意と行動力を持つ、多彩な Z 世代の若者 29 名がアンバサダーとして活動し

ている。（図 8） 

彼らは、サステナブルな社会の実現に関するテーマについて著名講師陣から

の集中講義を受けた後、アンバサダーミーティングでのブレインストーミング

を経て、行政や企業との対話～アイデア提案、イベント登壇やメディア発信等、

それぞれが様々な形で共創活動に従事している。 
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（１）食品企業 8 社の有志による食の共創コミュニティ「Food Up Island」と

の共創 

「サステナブルな『食品』があったらぜひ欲しい！」という生活者ニー

ズに応えたつもりで商品を製造してもいざ販売するとなかなか思うように

売れない。 

Food Up Island は、食品業界のこの共通課題に対して、生活者が求める

図 8 「【DO!NUTS_TOKYO】共創プログラムのご案内」より抜粋 
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真の価値を理解すると同時に、食品企業の実情をきちんと伝え、生活者と

一緒に考えながら、サステナブルな食産業や、新しい消費社会を共に創っ

ていきたいと考え、DO! NUTS TOKYO 共創プログラムに参加。「サステナ

ブルな「食産業」を創っていく上で必要と思われる新しいサービスやビジ

ネスモデル等」「サステナブルな Z 世代が『ファン』になる食品企業とはど

のような企業か？」について、2021 年 12 月 10 日～2022 年 3 月 10 日の 3

ヶ月間アイデア募集を行い、そのプロセスにおいてアンバサダーとの共創

を実施した。その間、様々な対話や提案が行われたが、象徴的な内容は表 2

の通り。 

 

  最終的には、アイデア募集には 25 件（Z 世代 13 件、Y 世代以上 12 件）の

応募が在り、内 4 件（Z 世代 2 件、Y 世代以上 2 件）が優秀賞として選定さ

れた。（表 3） 

現在、アイデアの具体化については模索中ではあるものの、アンバサダー

達はこの応募者にもなり、また応募活性化のためのインフルエンサーとして

も活躍した。 

 

表 2 Z 世代と企業との対話事例（DO! NUTS TOKYO web サイト より作成） 
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 表 3 優秀賞に選ばれたアイデア（DO! NUTS TOKYO web サイト より） 
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（２）自治体との共創「東京都千代田区環境まちづくり部」 

  千代田区が、2050 年までに区内二酸化炭素排出量実質ゼロを目指す

「2050 ゼロカーボンちよだ」の実現に向けて、区内の企業や団体等の取り

組みや次世代の意見を広く発信し、脱炭素化に向けた取り組みの促進を図る

ため、2022年10月22日に「ちよだゼロカーボンフォーラム」を開催した。

特に 2030年までの取り組みの加速化を目指し、「都市と地方との連携による

ゼロカーボンの推進と地方の活性化」についてのアイデアを、次世代を担う

若者の視点から当該フォーラムにて提案するため、DO! NUTS TOKYOに共

創の申し入れがあった。 

  提案に先立ち、千代田区内の大丸有（大手町・丸の内・有楽町）エリアを

視察、「20 年後の街」を見据えたゼロカーボンへの取り組みやまちづくりに

ついて学んだ。その後、地方の連携先候補として、福島県浪江町に在る最新

の水素エネルギー供給施設と共に、未だ 3.11 からの復興途上にある現状を

視察し、両地域の視察に参加したアンバサダー3 名より、「ちよだゼロカー

ボンフォーラム」において、千代田区と浪江町との連携によるゼロカーボン

推進策についてアイデアを発表した。（表 4） 

  千代田区では、これらのアイデア提案を今後の施策に活かしていくという。 

 

表 4 アンバサダーから自治体への提案事例（DO! NUTS TOKYO web サイト

より作成） 
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（３）自治体×NPO との共創「Present Tree in みやぎ大崎」 

宮城県大崎市では、2014 年 7 月に筆者の運営する NPO 法人と森林整備

協定を締結、以来現在までに市内 3 カ所で「PresentTree（プレゼントツリ

ー）in みやぎ大崎」による森林整備の協働体として、関係人口づくりに励

んでいる。 

「記念日に樹を植えよう！」と呼びかけ、全国各地の再植栽未済地や災

害跡地等のはげ地に樹を植えて、東京圏の人達がその樹の里親となり、自

身の大切な記念樹として以後 10 年間、地元と交流しながら共に育てていく

プレゼントツリーが、大崎市でスタートしてから 9 年目を迎え、里親を受

け入れた記念樹は合計 27,923 本に上り、それは、同数の大崎市関係人口が

東京圏に育まれたとも言える。一方で、これだけ多くの関係人口が在るに

も拘わらず、それらの内実際に東京圏から大崎市まで足を運んだ人数は、

僅か 432 人に留まり、この数を増やしていくことが当面の課題である。 

そこで、Z世代の視点から大崎市および大崎市に於けるプレゼントツリー

の魅力を改めて確認し、関係人口てこ入れ策を検討するため、DO! NUTS 

TOKYO 若者アンバサダー3 名に「Present Tree in みやぎ大崎」森づくり

ツアーに参加してもらい、活動報告書として提出して頂いた。地域資源の

概要を体験する一連の行程と市長へのインタビューを通して、彼らが感じ

た当地と当活動の魅力については表 5 の通り。 

今後は、これらを基に「Z世代の視点から見た魅力」を訴求する手段を構

築する予定である。 

 

表  5 アンバサダーから見た当地・当プロジェクトの魅力（DO! NUTS 

TOKYO web サイト「活動報告書」より抜粋） 
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５．地域社会に於ける Z 世代を巻き込んだ連携・協働のススメ 

 ちょうど本稿執筆中の今、世界経済フォーラム年次総会（ダボス会議）が開

催中であるが、日本の経済再生に関する議論の中では、「自分もそうだが、昭

和のおじさん達ではなく、若い世代が活躍できる環境づくりが重要。日本の古

い体質を変えなければならない。（西村経済産業大臣）」「日本は 30 年にわたる

停滞の中で「現状維持病」というべき病にかかった。新陳代謝を促すことが非

常に重要。（新浪サントリーホールディングス社長）」など、「経路依存性」に

関する発言が目立つ。 

「経路依存性とは、経済学用語として開発された理論で、過去の経緯や歴史

によって決められた仕組みや出来事にしばられる現象のこと（Weblio 辞書よ

り）」とあるが、森林整備協定に向けて地方自治体と折衝を行う機会の多い筆

者は、この現象に出くわすことが大変に多い。 

つい先日も、とある地方自治体が林政不在で困っていると聞いていたので、

大学生との連携・協働のためのプラットフォームを構築し、その上で様々な地

域内外の協力者を募り役割分担していく、という企画を繋ぐ場を設営した所、

大学生からの「市内の荒廃林に対してどう取り組んでいこうとしているのか？

市の考えをお聞きしたい。」との問いかけに対して、「正直、こうしていきたい、

というのが無いので困っている。」と、林政不在だった過去の経緯に縛られ、

新たな取り組み提案に対して全く思考が働いていない様子が窺え、怒りを通り

越して吹き出してしまう経験をした。 

更に、大学生からは、「市に資金的負担は掛けないので、新たな取り組みを

一緒に考えていきたい・創っていきたい。」とポジティブな申し入れをしてい

るにも拘わらず、「何が出来るか分からないし、皆さんの頑張りに見合ったこ

とができるかわからないので、よく考えさせて欲しい。」という意味不明な回

答に終始し、徒労感たっぷりな時間を過ごした。 

今後、ほぼ全ての市町村において 15～74 歳人口が減少し、その一部では 75

歳以上人口も急速に減少することが見込まれている中、このような経路依存性

に陥った自治体はきっと消滅するであろう。 

翻って、全くやる気の無い大人達の応対を受けた Z 世代たちは、それでも怯

まず、「地球のことを考えた営みをどんな個人・集団（行政・地域・大学・会

社など）でも自走し続けられる仕組み作りをもっと考え、少しでも貢献できる

ようがんばりたい。」と言う。「未来は自分で創る！」という若者達の強い気概

とプライドに接し、嬉しい瞬間だった。 

ここ数年、Z 世代の若者達の様々な共創取り組みに伴走していて痛感するの

は、より良き未来に向けて本気で動く・動こうとする姿を大人が見せれば、見

返りが無くとも、心底協力したい、主体的に参加したい、と思ってくれている
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Z 世代がたくさん居るということである。特に、事例の中でも見てきたように、

彼らは興味のある社会課題については、出来上がったモノに載るよりも、一緒

に考え、一緒に企画を立ち上げたいと思ってくれている。そして、自分達自身

で立ち上げた仕組みは自分たち自身で廻して行こうという意欲が充分にある。 

担い手が少なくなった地域の課題解決に悩んでいるくらいならば、すぐに Z

世代の若者達を募集してみてはいかがか？「自分達のアイデアをこの地域の課

題解決に役立てるため、知恵を貸して欲しい。私たち行政と連携・協働し、そ

れを世界に発信し、理想の未来を自分たちの手で作って欲しい！そんな熱意と

行動力を持つ、Z 世代集まれ！」と呼びかければ、きっと頼もしい若者が集う

はずである。 

  

【参考資料：その他シンボリックな自治体との共創事例】 

図 9 東京都環境局との共創 
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図 10 瀬戸内町との共創 
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